
8 款 1 項 1 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

6,282 6,282 6,282 6,282 6,282 31,410

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

用途廃止払下げ申請 　　件 3 2 1 2
境界査定申請 　　件 69 50 25 50
工事施工申請 　　件 4 10 7 11
使用許可申請 　　件 37 60 29 55

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 9,012 11,944 3,094 10,476

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 163 30 7 44

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 3,977 4,021 2,010 4,021
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.50 0.50 0.25 0.50
人件費単価 7,954 8,042 8,042

4,021
合計 0 11,974 3,101 10,520

事業費
直接事業費 5,198 7,953 1,091 6,499
人件費 3,977 4,021 2,010

改善策の
具体的

取り組み

農村社会の中で用水機能として利用された水路が宅地開発が進む中、宅地等の排水機能が中心となってい
る。生活道、水路の維持補修の費用は増加傾向にある。

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

利用の適正を図るための維持管理と、目的を妨げない限度においての占用申請の許可と更新を行なう。また
隣接している地権者との管理区域を明確にすることにより公共の福祉の増進に寄与する。

事業の内容

申請により、民地との境界立会を行い国土調査の成果に適合しているか調査する。また、埋設物等の占用申
請に伴い規格、構造等審査を行い許可書を交付し、占用料を徴収する。用途廃止については、隣接者等の同
意を取り行政財産を普通財産にしてから、売払いを行なう。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

法定外の道路、水路は市民生活に密接に関わっており、快適な市民生活を営む上で適切に対応することがで
きた。

事業の対象 市内各所に存在する法定外の道路・水路の利用者　申請者

根拠法令等
法定外公共物の管理に関する条例

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
生活環境の整備

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 土木管理課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

591
記入者情報 所属長： 木曽 信之 担当責任者： 石崎 恵美

事務事業名 法定外公共物管理事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
自己評価の課題認識も妥当性があることから、評価として記載を求む。

課題認識

法定外公共物の生活道路はセットバック部分における障害物を設置する市民がおり、それらのトラブルを
防ぐ目的で他市町の事例を参考に要領等を定め、管理できるようにすることでトラブルを未然に防げるよ
う対応していくことも今後の課題である。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

境界確定や用途廃止の事務量が多く、維持補修管理に要する経費も今後増大傾向が予想される。法定
外公共物については市民生活に密接に関わっており、住民からも改善等の要望が多く見られる。個人の
財産としての水路等も存在し、法定外と混同されることもあるため、財産管理、機能管理の位置ずけを確
認しつつ、今後も環境の改善等快適な市民生活を営む上で適切な取り組みが求められる。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 0.42 0.42 0 0
実　　績 0.44 0.42 0 0

成果指標

成果指標
人工数÷総申請件数

指標設定の
考え方

総申請件数に対する人工数を下げることによりコスト縮減が図れる。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標26年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


